
留萌市移住支援金交付要綱 

（目的） 

第１条 この要綱は、北海道が定めるＵＩＪターン新規就業支援事業実施要領（以

下「道要領」という。）第４の１に基づく移住支援事業（以下「事業」とい

う。）に係る移住支援金を交付することについて必要な事項を定めるものとする。 

（交付対象者） 

第２条 移住支援金の交付対象者は、道要領第５の１（１）の要件を満たす者とす

る。 

２ 道要領第５の１（１）オの要件は、次の各号に掲げる要件を全て満たす者とす

る。 

 ⑴ 関係人口要件として次のいずれかに該当する者。 

  ア 本人または世帯員が過去に連続して１年以上留萌市に在住していたこと。 

  イ 本人または世帯員が留萌市内の高等学校を卒業していること。 

  ウ 本人または世帯員の３親等以内の親族が留萌市に在住していること。 

  エ 本人が過去に３回以上、留萌市にふるさと納税をしていること。 

 ⑵ 就業要件として次のいずれかに該当する者。 

  ア 留萌市内の事業所に就業し、次の要件の全てに該当する者 

   (ア) 官公庁への就業でないこと。 

   (イ) 就業者にとって３親等以内の親族が代表者、取締役などの経営を担う職

務を努めている法人への就業でないこと。 

   (ウ) 週20時間以上の無期雇用契約に基づいて就業していること。 

   (エ) 転勤、出向、出張、研修等による勤務地の変更ではなく、新規の雇用で

あること。 

   (オ) 雇用保険の適用事業主に就職していること。 

   (カ) 風俗営業者への就業でないこと。 

   (キ) 暴力団等と関係を有する法人への就職でないこと。 

  イ 新規就農者又は新規就農予定者として、留萌市の認定を受けた者。 

  ウ 留萌市内で起業し、開業等の届出をしている者。 

３ 前項に掲げる者で、世帯向けの金額を申請する場合は、道要領第５の１（１）

カの要件を満たすことを要する。 

 

（移住支援金の額） 

第３条 移住支援金の額は、道要領第５の１（１）に規定する額で、かつ、本市の



予算の範囲内の額とする。 

（交付の申請） 

第４条 第２条に定める要件に該当し、移住支援金の申請を予定している者は、道

要領第５の１（１）キ（ア）に定める書類を市長に提出するものとする。 

２ 交付対象者が、移住支援金の交付を受けようとするときは、道要領第５の１

（１）キ（イ）に定める書類を市長に提出するものとする。 

（交付の決定） 

第５条 市長は、前条第２項の規定による申請があったときは、当該内容を審査し、

予算の範囲内において移住支援金の交付の可否を決定するものとする。 

２ 市長は、移住支援金の交付を決定する場合において、交付の目的を達成するた

めに必要があると認めたときは、条件を付すことができるものとする。 

（交付決定等の通知） 

第６条 市長は、前条に規定する移住支援金の交付を決定したときは、速やかに移

住支援金の交付決定額その他決定の内容を道要領第５の１（１）キ（ウ）に定め

る様式により、交付対象者に通知するものとする。 

２ 市長は、前条に規定する移住支援金の交付をしないことを決定したときは、そ

の旨を書面により交付対象者に通知するものとする。 

（申請の取下げ） 

第７条 交付対象者が、前条に規定する通知を受けた場合において、当該通知に係

る決定の内容に不服があるときは、移住支援金の交付の申請を取下げることがで

きる。 

２ 前項に規定する申請の取下げがあったときは、取り下げた申請に係る移住支援

金の交付の決定は、その効力を失う。 

（移住支援金の支払） 

第８条 移住支援金は、第６条第１項の規定により交付決定額及びその他決定の内

容を交付対象者に通知した後に支払うものとする。 

（交付決定の取消し） 

第９条 市長は、道要領第５の１（２）に該当する場合のほか、移住支援金の交付

決定の内容又はこの要綱の規定若しくは規定に基づく指示に違反し、又は従わな

いときは、移住支援金の交付決定を取消すものとする。 

２ 前項の規定による取消しについては、第６条第２項の規定を準用する。 

（移住支援金の返還） 

第１０条 市長は、移住支援金の交付の決定を取り消した場合は、交付決定者に対



して期限を定めてその返還を請求するものとする。 

２ 前項で請求する返還の額は、道要領第５の１（２）ア及びイに基づくものとす

る。 

（事業の遂行） 

第１１条 交付決定者は、移住支援金の決定の内容及びこれに付した条件を遵守す

るとともに、移住支援金の適切な使用を確認するために市長が必要と認めるとき

は、関係書類の提出、個人情報の閲覧又は立入調査等に速やかに応じなければな

らない。 

（北海道との相互協力） 

第１２条 本事業の実施に当たっては、情報の共有・確認、協議その他補助執行上

必要な事務を北海道と相互協力するものとする。 

（委任） 

第１３条 この要綱及び道要領に定めるもののほか、移住支援金の交付等に関し必

要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、公布の日から施行する。 

附 則 

この要綱は、公布の日から施行し、令和５年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 


